
要旨

　本研究は，関東近郊３０自治体の２５歳以上の男女４, ６７６人を対象として，加盟動機

（自発 / 義務）と活動指向性（自己 / 公共）の２軸で分類した４群の組織参加類型が政

治的有効性感覚（PE）に及ぼす影響を，若年（２５ － ４０歳），壮年（４１ － ６４歳），老年（６５

歳以上）の世代毎に検討した．その結果，PE は壮年及び老年世代で高く，若年世代で

低かった．組織参加は , 若年世代が少なく世代差が確認された．組織参加類型の PE へ

の影響については，老年世代では趣味活動のような「自発 / 自己」型組織が，壮年世代

では NPO 活動等の「自発 / 公共」型組織が PE を高めていた．一方，若年世代では，組

織参加と PE の関連は見られなかった．以上の結果から，PE の水準が低く，組織参加が

少ない若年世代の参加機会の確保という課題が明らかになった．その上で，老年世代で

PE との関連が強かった「自発 / 自己」型組織参加が，若年世代を他の世代と結びつける

「結節点」として機能する可能性が示唆された．

キーワード：政治的有効性感覚，組織参加，社会関係資本，世代，格差

1． 緒言

　近年，我が国を含む先進各国では，社会保障費用抑制を目的とした制度改革を加速させてい

る．制度改革の争点の一つとして，世代間会計論１）にみるような社会関係費の世代間負担の不
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均衡が議論されており，社会保障制度維持の根拠であった世代間連帯や世代間扶養のあり方自

体を政治争点化する傾向が見られる２）３）４）．

　確かに，我が国の社会・経済を取り巻く環境の変化によって，世代を巡る状況はこの２０年

で大きく変化している．まず，就職状況や雇用慣行の急激な変化によって，雇用環境が大きく

変化した．特に，１９７０年以前と以降に生まれた世代では，最も重要である初職や所得水準が大

きく異なっていると言われる．世代間の差異を具体的に述べると，「団塊」や「バブル」世代を

含む１９７０年以前に生まれた世代は，多少の景気変動があったものの，全体として我が国の高

度経済成長期に稼働を開始している．一方，１９７０年以降に生まれた世代は，１９９０年代の平成不

況や２００８年の「リーマンショック」などの激しい景気後退局面から直接的に影響を受けた世

代である．特に，「失われた２０年」とも揶揄される低経済成長時代に就職適齢期を迎えた「ロ

ストジェネレーション」と言われる集団を含む１９７０年以降に生まれた世代は，就職氷河期や

非正規雇用の拡大といった雇用慣行・制度の大転換を経験している５）．また，平成不況以後は，

４０代，５０代といったベテランの稼働世代においても，雇用調整などを通じて生活困難が生じ

ていたことが指摘されている６）．

　我が国の社会保障制度は世代間扶養をその根幹としている．それ故，持続的な社会保障制度

を構築するには世代間の意見を応分に反映した合意形成による社会連帯が不可欠である．殊に，

投票行動などに代表される政治参加は，そのような政治的な意思決定を民主的に進めるための

行動形態を表す概念として重要である７）．一般に政治参加を促進する要因としては，個人要因

として年齢，性や社会経済的地位であるとされる．高齢者は若い世代に比して特定の支持政党

があることが多く，特に保守政党支持が増えると伝統的に考えられてきた８）．一方，政治参加

には文化的な差異も指摘されている．我が国の有権者の特徴として，政治的知識を持ちながら

も直接には，政治的な行動を起こさない傾向がみられるなど，個人の政治に対する効力感また

は無力感は，政治参加のあり方を規定していると考えられる．特に政治の時代と呼ばれた１９６０

年代から７０年代にあって，我が国の高齢者は他の世代に比べて「伝統的無関心」が支配的であ

り，規範意識から投票率が高くなっている可能性が指摘されてきた  ９）．近年の傾向としては，

政治的無関心はむしろ若い世代で拡大しており，投票率は老年世代で相対的に高く，若い世代

で低くなっているなど，老年世代であることが政治参加活動を規定する要因として指摘されて

いる １０）１１）．高齢者が若い世代よりも投票率も高い状況を考慮すると，政治参加の世代間格差が

進行していると捉えることができる．第４３回参議院選挙（２０１６年７月）から選挙権年齢が１８

歳に拡大されたことは記憶に新しいが，世代間で政治参加の機会が異なることは，公平な政治

的合意形成という点で問題を孕む．このように，経済状況や雇用慣行の影響が世代によって異

なり，世代によって政治参加の状況が異なる中で，社会連帯の在り方について如何に公平な合

意形成が可能となろうか．

　そこで，政治参加を促進する要因を考えてみたい．政治参加を媒介する概念として政治的有

効性感覚（political efficacy）がある．政治的有効性感覚は，「個人の政治的行為が政治過程に

影響を与える，もしくは与える可能性があるという感情」，「個人の市民としての義務を遂行す
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ることが価値をもつという感情」と定義される１２）１３）．これまで政治的有効性感覚と政治参加の

間には正の相関関係があること，その規定要因として学歴や職業などの社会経済的地位，性別，

社会的ネットワークや組織参加があげられており，それらの効果は各国独特の背景や文脈が影

響することが指摘されている １４）１５）１６）．我が国の最近の研究では，高齢者の政治的有効性感覚は

若い世代よりも高く，中年世代と同程度であること，男性，高学歴者で高いことが示されてい

る１０）．

　一方，政治参加の外生的要因としては，資源動員論や市民社会論が想定するように，有力な

利益団体，労働組合や社会運動など，組織的行動への参加が重要な政治参加の経路として知ら

れている１７）１８）．近年注目されている社会関係資本論では，信頼・規範・ネットワーク形成が組

織や地域の凝集性によって促進されると考える．つまり，社会関係資本の形成過程において，

多様な組織を通じてこのような過程が繰り返されることが参加型民主主義の発展に不可欠であ

り，それはまさに政治的な効力感の醸成と一種の合意形成過程とみることができる．この立場

からは，スポーツや趣味活動といった必ずしも政治的な結社とはいえない組織への参加が，政

治的有効性感覚を向上させる可能性が指摘されている １９）-２３）．

　しかし，加入もしくは活動に参加している組織の質が社会関係資本に影響を及ぼし，政治参

加に影響を与えることが報告されているが２４），如何なる組織の質的側面が政治的な効力感の醸

成に影響を及ぼすのかについては実証的に検証する必要がある．更に，加盟組織の質的な違い

と政治における効力感の世代差については十分明らかにされているとは言えない．特に，高齢

期には時間的展望の狭まりから，これまでの人間関係からあえて関係性を縮小させ，自らの関

心領域に特化するような関係性を構築するとする社会情緒的選択理論があるが，米国の研究で

は，高齢者はボランティアなどの活動についても自らが希望した活動に絞り込んでいくことが

示されている２５）２６）．また，この２０年の経済変動がもたらした社会環境の変化は，若い世代の

行動に大きく影響を与えていると言われる．大規模な経済変動のようなイベントによる影響を，

世代毎に組織参加形態や政治的効力感の観点から検証することは，社会連帯維持に必要な合意

形成の在り方を考える上で重要だと考えられる．

　以上の問題意識から，本研究では，政治的有効性感覚と関連がある組織要件とは何かについ

て，１９７０年以降に誕生した若年世代，それ以前の壮年世代，そして，老年世代における政治的

有効性感覚が，参加する組織の質的な側面によってどのように異なるかを分析する．

　

２． 方法

1） 分析データ

　本研究のデータは，桜美林大学・加齢発達研究所が実施した「地域活動と健康に関する調査」

から得た．調査対象地は，市町村コードを用いて，東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県内の３０

自治体を系統抽出した．調査対象者は，住民基本台帳を用いて，各自治体から２５歳以上の男女

４００人（計１２，０００人）を二段無作為抽出した．本調査は，２０１０年１１月に郵送調査法（郵送配
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布・郵送回収・自記式法）によって実施した．未回収者に対して，督促はがきの発送を一回，

さらに調査票の再送も一回行った．有効回収数は４，６７６（有効回収率３９.０％）であった．なお，

本研究では後に詳述するように，年齢を２５ － ４０歳，４１歳 － ６４歳，６５歳以上に区分して用いた．

各年齢階層の回収率は，２５ － ４０歳が２８.３%，４１歳 － ６４歳では４０.４％，６５歳以上が４７.９% であり，

２５ － ４０歳の回収率が他の世代と比べて低かった．

2） 測定項目

　（1）政治的有効性感覚

　測定尺度については，日本版総合的社会調査（JGSS）で用いられている政治的有効性感覚４

項目版を用いた（表１）２５）２６）．政治的有効性感覚尺度は，「自分のようなふつうの市民には，政

府のすることに対して，それを左右する力はない」，「選挙では大勢の人々が投票するのだから，

自分一人くらい投票しなくてもかまわない」，「政治や政府は複雑なので，自分には何をやって

いるのかよく理解できない」，「国会議員は，大ざっぱに言って，当選したらすぐ国民のことを

考えなくなる」の４項目から構成される．測定した４項目を用いた因子分析では一因子のみが

抽出され，Cronbach のα係数は .６２であった（表１）．そこで，各項目について，「そう思う」

に０点，「どちらかといえばそう思う」に１点，「どちらかといえばそう思わない」に２点，「そ

う思わない」に３点を配点し，４項目を単純加算した得点を分析に用いた．つまり得点が高い

者ほど有効性感覚が高いことを示す．以後，本論では，この可算得点を，政治的有効性感覚得

点と呼ぶ．
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表１．政治的有効性感覚各項目の回答分布（％）及び因子分析の結果

因子
負荷量

不明・
無回答

そう
思わない

どちらかと
いえばそう
思わない

どちらかと
いえばそう

思う
そう思う

.６８３３.３ １２.２ １６.５ ３６.４ ３１.５ 
自分のようなふつうの市民には，政府のす
ることに対して，それを左右する力はない

.６８９４.０ １６.９ ２３.２ ３８.１ １７.８ 
選挙では大勢の人々が投票するのだから，
自分一人くらい投票しなくてもかまわな
い

.４５２４.３ ５９.１ ２０.６ １１.８ ４.２ 
政治や政府は複雑なので，自分には何を
やっているのかよく理解できない

.３３８３.２ ６.４ １４.０ ３８.９ ３７.６ 
国会議員は，大ざっぱに言って，当選した
らすぐ国民のことを考えなくなる

１.２６１固有値

３１.５３寄与率（%）

注）因子分析は主因子法，欠測値（不明，無回答）はリストワイズで削除，n=４,３７０



　（2）組織参加

　これまで，組織や結社など集団への参加は，組織参加，集団参加，社会参加，市民的社会参

画（civic engagement）と呼ばれ，多様に定義・操作化されている２９）３０）３１）．本研究では，この

ような結社や組織などの集団への参加を組織参加と呼ぶことにする．本分析に用いる調査では

組織参加を，町内会・自治会，婦人会・老人クラブ・青年団，PTA，スポーツ関係のグループ

やグラブ，趣味の会，学習活動の会，消費生活協同組合（生協），市民・消費者運動のグループ，

ボランティアのグループ，政治関係の団体や会，業界団体・同業者団体，宗教の団体や会，同

窓会と操作化し，それぞれについて参加の有無（ありを１とするダミー変数）を得た．

　一般的に，これらの組織は，社会的もしくは政治的かといった組織目的，報酬の有無，活動

領域の種類を用いて分類されることが多い．しかし，本研究のように政治に関連する個人の意

識と組織の影響を検討する場合，参加者側の要因を反映することが必要である．そのためには，

まず，これらの集団への参加動機が自己利益か公共的利益か，といった参加動機を区分する必

要がある２３）．更に，我が国では，町内会・自治会など，いわゆる旧来型地縁組織と自助グルー

プや NPO など自発的に公益事業を担う組織では，組織率などが大きく異なっていることから，

市民活動の二重構造が指摘されている３２）．この文化要因を反映するならば，相当程度規範化さ

れている参加と純粋に自発的な参加を区別する必要がある． 

　そこで本研究では，組織に帰属する契機の違いとして義務的か自発的かの動機に基づく「加

盟動機」軸と組織の活動指向性が公共的か自己的かの目的の違いによる「活動指向性」軸の２

軸を設定し，上記の組織参加を４群に分類した．これらは１）「義務 / 公共」型組織（町内会・

自治会，婦人会・老人クラブ・青年団，PTA），２）「義務 / 自己」型組織（業界・同業者団体

参加），３）「自発 / 公共」型組織（生協，市民・消費者運動，ボランティア活動）， ４）「自発

/ 自己」型組織（スポーツ関連，趣味，学習活動）である．政治関係の団体や会は，政治参加

の重要な機会を提供する結社であるが，本研究の関心が，社会関係資本論が想定しているよう

な政治とは直接関係の無い組織への集団参加の政治的有効性感覚に対する効果にあるので除外

した．また，宗教の団体・会と同窓会については「加盟動機 / 活動指向性」分類に適さないと

考えられることから分析には用いなかった．また，今回の分析では，「参加有り」のみを用いた．

以後，「加盟動機 / 活動指向性」による組織参加の分類を組織参加類型と呼ぶ．

　（3）年齢，統制変数

　本研究では，若年世代として２５ － ４０歳，壮年世代として４１ － ６４歳，そして老年世代として

６５歳以上を年齢区分として用いた．その理由は，緒言でも述べたように，就職氷河期を経験し

た，所謂「ロストジェネレーション」を含む１９７０年代以降に生まれた世代，１９７０年以前に生

まれ平成景気や高度経済成長期に稼働を開始した団塊の世代を含む壮年世代，６５歳以上の老年

世代の各世代を，その時代に特有の社会・経済的イベントを経験した特異的な年齢コホートで

あると考えたからである４）５）６）９）１０）３３）３４）．

　また，分析に際しては政治的有効性感覚と関連する変数として，性別（男性 =０，女性 = １），
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学歴（中学 , 高校，短大等，大学以上），収入（３００万円未満，３００ － ５００万円未満，５００－ ７５０万

円未満，７５０ － １０００万円未満，１０００万円以上），支持政党の有無（あり =１，なし = ０）を統制

変数として投入した１４）１５）１６）．

3） 分析方法

　本研究では，まず，年齢階層による政治的有効感の差について分散分析によって検定した．

次いで，政治的有効性感覚得点を従属変数，組織参加類型への参加の効果を独立変数とした重

回帰分析を行った．分析は，２５ － ４０歳，４１ － ６４歳，６５歳以上の年齢区分毎に行った．欠損値に

ついては，用いた変数に欠測があるケースは全て除いて分析した．

4） 倫理的配慮

　本調査の実施にあたっては，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得た（承認番号１２００８）． 

また，調査対象者の不利益を回避するためには以下の倫理上の配慮を行った．まず，調査対象

の人権の擁護のために，記録されたデータを研究者の責任において厳重に管理した．具体的は，

調査対象者の個人名が識別できる情報はすべて消去し，数値に変換した．また，対象者に対し

て調査の同意を得るために調査票送付前に送付の可否を尋ねた．

３．結果

1） 分析対象者の特徴

　分析対象者の特性を表２に示す．対象者の性別は，「男性」では６５歳以上が最も多く，次い

で４１ － ６４歳，２５ － ４０歳の順となっている．一方，「女性」は２５ － ４０歳が最も多く，次いで４１ －

 ６４歳，６５歳以上の順となっている．学歴では，６５歳以上で「中学卒業」が最も多く，４１－ ６４

歳で「高校卒業」，２５ － ４０歳で「短大・大学以上」が多くなっていた．収入をみると，「３００万

円未満」，「３００万円から５００万円未満」では６５歳以上が最も多く，「５００万円から７５０万円」で

は２５ － ４０歳，「７５０万から１０００万」，「１,０００万円以上」では４１ － ６４歳が最も多かった．組織参

加類型では，「義務 / 公共」型，「義務 / 自己」型，「自発 / 公共」型，「自発 / 自己」型のいず

れの組織への参加についても２５ － ４０歳の参加の低さが際立っていた．「義務 / 公共」型組織で

は，４１ － ６４歳と６５歳以上の参加は同程度であったが，２５ － ４０歳の参加が顕著に低い．同様に

「義務 / 自己」型，「自発 / 自己」型でも，４１ － ６４歳と６５歳以上に比較して２５ － ４０歳で参加が

低かった．「自発 / 公共」型では，４１ － ６４歳が最も高く，６５歳以上がそれに準じていたが，２５

 － ４０歳では低かった．「支持政党の有無」では，６５歳以上で最も多く，２５ － ４０歳で低かった．

2） 政治的有効性感覚の世代間比較

　表３には，２５ － ４０歳，４１ － ６４歳，及び６５歳以上の３群の政治的有効性感覚得点を示した．得

点の平均値は，６５歳以上は６.１０，次いで４１ － ６４歳が５.８８，２５ － ４０歳で５.２９の順であった．分散
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分析の結果，３群で平均値に有意差がみられた．さらに多重比較を行った結果，６５歳以上と４１

 － ６４歳には差がみられなかったが，２５ － ４０歳の得点のみが他の２群に比べ有意に低かった．

3）　 世代別政治的有効性感覚に関連する要因分析

　表４には，年齢群別・要因別にみた政治的有効性感覚の差を示した．まず性をみると，いず

れの年齢群でも「男性」の政治的有効性感覚得点が有意に高かった．学歴による違いについて

はどの年齢群でも有意な差がみられ，「大学以上」で得点が高かった．収入階層による差につい

ても，すべての世代で有意であった．しかし，その順序に違いがみられ，２５ － ４０歳と４１ － ６４歳

の群では「１,０００万以上」の者の得点が最も高かったが，６５歳以上では「７５０万から１,０００万円

台」が最も高かった．　　
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表２.　世代別分析対象者の属性（％）

有意差６５歳以上４１-６４歳 ２５-４０歳

***４８.６４５.１４０.９男性性別
５１.４５４.９５９.１女性

***２９.１８.５４.４中学卒学歴
４２.２４３.９２９.１高校卒
１３.５２５.３３２.７短大等
１５.２２２.４３３.８大学以上

***３４.４１５.７１１.９３００万円未満収入
３２.３２２.２２９.７３００ － ５００万円未満
１４.１２２.１３１.０５００ － ７５０万円未満
９.２１８.７１６.８７５０ － １０００万円未満

１０.０２１.３１０.６１０００万円以上
***７４.３４１.３４１.３有「義務 / 公共」型組織参加

２５.７５８.７５８.７無
***８.１２.９２.９有「義務 / 自己」型

９１.９９１.７９７.１無
***２５.９１５.９１５.９有「自発 / 公共」型

７４.１７０.２８４.１無
***４６.０２６.６２６.６有「自発 / 自己」型

５４.０７３.４７３.４無
***４９.１１６.４１６.４有支持政党

５０.９８３.６８３.６無

１００.０
（n=１,３４５）

    １００.０
（n=２,０５５）

     １００.０ 
 （n=９７０）

計

注１） 離散変量はχ ２検定を行った . n.s.（not significant）; P>.０５, *; p<.０５，**; p<.０１，***; p<.００１
注２） †各組織参加類型は以下の組織から構成される .
「義務 / 公共」型（町内会・自治会，婦人会・老人クラブ・青年団，PTA）
「義務 / 自己」型（業界・同業者団体）
「自発 / 公共」型（生協，市民・消費者運動，ボランティア）
「自発 / 自己」型（スポーツ関連，趣味，学習活動）
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表３．世代別にみた政治的有効性感覚得点の記述統計

標準偏差  平均値    度数

２.５４５.２９ ９７０２５ － ４０歳

２.５４５.８８ ２,０５５４１ － ６４歳

２.５１６.１０ １,３４５６５歳以上

２.５５５.８１ ４,３７０合　計　　 

注１）平均値の差を分散分析で分析した結果 F（２，４３６７）= ２９.９， 
           p <. ０で３群の平均値に有意な差がみられた．
注２）等分散性の結果，３群の分散に有意はなかったので，等分散性を仮 
          定した分散分析を行った．

表４．世代別・要因別にみた政治的有効性感覚得点の差

６５歳以上４１-６４歳２５-４０歳

有意差平均値有意差平均値有意差平均値

***６.４７***６.１３**５.５９男性性

５.７５５.６８５.０９女性

***５.２６***４.９８***３.９３中学学歴

５.９８５.５１４.７８高校

６.７５ ６.００５.０６短大等

７.４７６.８１６.１３大学以上

**５.７５***５.３４**４.７６３００万未満収入

６.４０５.６１５.１０３００-５００万未満

６.４２５.７６ ５.７６５００-７５０万未満

６.４７６.１８５.５３７５０-１０００万未満

 ６.２４６.５６５.７８１０００万以上

***６.２６**５.９９n.s.５.２５有「義務 / 公共」型

 ５.６４５.６６５.３２無

n.s.６.５５***６.５５n.s.５.８６有「義務 / 自己」型

６.０６５.８２５.２７無

***６.６９***６.３２n.s.５.５５有「自発 / 公共」型

５.８９５.７０ ５.２４無

***６.５３***６.３１*５.５９有「自発 / 自己」型

 ５.７４５.６３５.１９無

***６.６５***６.９６*６.５７有支持政党
５.５７５.４０５.０４無

注）性，組織参加，支持政党はｔ検定を，学歴，収入は一元配置の分散分析を行った．各変数の等
　　分散性を検定したところ，性，学歴，「義務 / 公共」型組織参加では等分散性が確認されなかっ
　　たので，性及び「義務 / 公共」型参加は Welch の修正，学歴については Kruskal-Wallis 検定
　　を行った．
　　n.s.（not significant ）; p>.０５, *; p<.０５，**; p<.０１，***; p<.００１



　組織参加類型のうち，「義務 / 公共」型では４１ － ６４歳と６５歳以上の群で参加者の得点が有意

に高かった .「義務 / 自己」型では４１ － ６４歳の群で参加している者の得点が有意に高かったが，

２５ － ４０歳，６５歳以上の年齢群で得点に有意な差がみられなかった .「自発 / 公共」型では，４１

 － ６４歳，６５歳以上の群で参加している者の得点が高かった．「自発 / 自己」型では全ての年齢

群で有意な差がみられ，参加している者で得点が高かった．支持政党では，いずれの年齢群に

おいても，支持政党がある者の得点が有意に高かった．

　表５には，年齢群毎に行った重回帰分析の結果を示した．２５ － ４０歳では，「義務 / 公共」型，

「義務 / 自己」型，「自発 / 公共」型，「自発 / 自己」型のいずれも有意な影響がみられなかっ

た．４１ － ６４歳では，「自発 / 自己」型，「自発 / 公共」型がほぼ同順位で，いずれも有意な影響

がみられた．「義務 / 公共」型と「義務 / 自己」については有意な影響はみられなかった．６５

歳以上では，「自発 / 自己」型，「自発 / 公共」型の順で影響が強く，いずれも有意であった．

４．　考察

1）　 集団参加と政治的有効性感覚の世代差

　本研究結果では，第一に，政治的有効性感覚には世代による違いがあることが示された．こ

の結果は，小田 １０）の先行研究の結果と整合的であり，特に，１９７０年以降に生まれた若年世代

の政治的有効性感覚が，それ以前に生まれた壮年世代及び老年世代と比較して明らかに低く
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表５．政治的有効性感覚に対する組織参加類型の効果

標準化偏回帰係数
要因

６５歳以上４１ － ６４歳２５ － ４０歳

**－ .０８８* － .０５６**－ .０９４性別†

n.s..０２０***.０８０n.s..０４５収入

***.２４１***.１７４***.２４９学歴

***.１８５***.２７１***.２３９政党支持†

n.s..０３８n.s..０１８n.s..００１「義務 / 公共」型

n.s.－ .００９n.s..０１４n.s.－ .０１９「義務 / 自己」型

**.０６１*** .０７２n.s..０６３「自発 / 公共」型

**.０７４*** .０６９n.s..０２３「自発 / 自己」型

.３８５.３９３.３８０R

.１４２.１５１.１３６調整済み R2 値

２６.１１４４.０６１７.６２  F 値

８８８自由度

注１） n.s.（not significant）; p>.０５, *; p<.０５，**; p<.０１，***; p<.００１
注２）†「性別」男性 =０，女性 =１,「政党支持」政党支持あり =１, 政党支持なし = ０ 
注３） 共線性統計量（VIF）最大値１.１７７



なっていた．組織参加が老年世代で多く，若年世代に少ないのは，若年世代が「失われた１０

年」による就職氷河期などの大きなイベントを経験したことによって，他の世代よりも，既存

の中間組織に懐疑的になっていることを示唆していると考えられる．

　次に，本研究で示された第二の点は，世代によって組織に参加する頻度も，参加する組織の

質も異なることである．本研究では「自発と義務」からなる「加盟動機」と「公共と自己」か

らなる組織の「活動指向性」の２軸による組織参加類型を用いたが，いずれの類型においても

老年及び壮年世代で高い参加を示し，若年世代では低いという結果を得た．若年世代の雇用環

境や家計状況が悪化したこと，非正規化による労働組合非加盟によって組織参加機会が喪失し

ている可能性が示唆される．

　そして第三に，参加者の組織参加類型と政治的有効性感覚の関連は世代で異なることが示さ

れた．どの世代でも「自発 / 公共」型組織に参加している者の政治的有効性感覚が高く，NPO

やボランティア，生協活動などの「自発 / 公共」型組織への参加によって政治参加が促進され

るとする資源動員論や市民社会論の仮説を支持するものである．しかし，老年世代では「自発

/ 公共」型よりも，これまで政治との関係が希薄と思われるスポーツ関連・趣味・学習活動の

会など「自発 / 自己」型組織への参加が政治的有効性感覚を高めており，政治参加と関連する

組織参加が「自発 / 公共」型組織に限られないとする社会関係資本論の仮説が支持される結果

となった．この結果は，社会情緒的選択理論の仮説とも整合的であった．我が国では，伝統的

に行政によるトップダウンで社会参加活動を規範化する傾向がみられるが，むしろ「自発 / 自

己」型組織活動を契機とした方が，高齢者の効力感を向上させる可能性が示唆された．一方，

町内会や自治会など旧来型の「義務 / 公共」型の政治的有効性感覚に対する効果は全ての世代

で確認できなかった．更に，１９７０年以降に生まれた若年世代による「義務 / 公共」型の参加は

少ないことから，Pekkanen が指摘した我が国に特徴的な市民活動の二重構造の様相を見せて

いる．それ故，現在の町内会・自治会の組織形態では，世代を結ぶ場としての機能は限定的で

あろう３２）．

　以上のことから，高度経済成長期に社会人として稼働を始めた世代と経済不況によって稼働

開始年齢に影響を受けた世代とは，政治的な効力感や組織参加の形態が異なることが示唆され

たといえる．

2） 本研究の政策的示唆

　本研究の政策的示唆について考察したい．本研究の結果から敷衍すると，我が国では，米国

における Gray Panther や AARP（全米退職者協会）に代表される年齢を基軸とした政治参加

の経路は限定的であり ３２）３４），また，１９７０年以降に生まれた比較的若い世代の政治的有効性感覚

は低く，組織活動への参加割合も低い状況にあることから，世代間の政治的対立が顕在化して

いる状況ではないと言える．しかし，我が国の現状を鑑みると，異なる世代が関わり合う場が

無い．世代間扶養による社会保障制度を維持しようとする一方で，雇用環境も世代によって大

きく変化しているが，このような世代の立場を反映した政治的合意形成が機能しているとは言
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い難い．

　社会保障の基盤となっている社会連帯を維持するためには，政治的な態度，志向性の世代に

よる差異を調整する重要な政治過程として，多様な組織参加を通じた世代間合意形成機会の確

保が不可欠である．社会保障制度改革を巡る政治的ディスコースを拠り所とする潜在化した世

代間の緊張関係が構築されることによって，これまで社会連帯の基礎を成してきた寛容さを基

本とする社会的合意が失われ，そのことによって，高齢者を対象とした特殊詐欺などの犯罪が

増加するなど，不寛容な社会となることが予見される．特に，党派を前提とした既存の政治

チャネルを通じた政治参加がその求心力を失っている我が国で，政治的効力感を持てずにいる

比較的若い世代が，世代間の合意形成の前提として，如何にポピュリズムに動員されない合理

性と主体性を身につけるかは，喫緊の課題といえる．このような世代間の政治を取り巻く状況

下，参加型民主主義が想定する多様性を学習する場として，多様な世代が参加する組織の「結

節点」が鍵となることは想像に難くない３５）．その点から本研究の結果を考慮すると，資源動員

論が想定したような利益団体や公益活動組織のみならず，社会関係資本論の想定するスポーツ

関連・趣味・学習活動の会など「自発 / 自己」型組織への参加も，継続的に社会との関わりを

持つための場として機能する可能性が考えられる．

３）本研究の限界と課題

　まず，本研究の限界であるが，本調査の回収率は３９.０％と低いこと，調査に回答した者の社

会参加頻度が高いという回答者のバイアスがあり，この結果のみでは一般化が難しいと考えら

れる．また，本研究で分析した対象者のうち，２５ － ４０歳の回収率は２８.３％であり，４１歳－ ６４歳

の４０.４％及び６５歳以上の４７.９％と比して明らかに低かった．この点については，調査に対する

回答意向は，地域における組織参加や活動と平行的な関係にあることが指摘されている３６）．す

なわち，１９７０年から１９８５年に生まれた世代の回収率が低いことは，組織参加を活発にしてい

る層が限定的に回答していることを示唆している．したがって，この世代の回収率を高めた場

合には，本調査で回答を寄せていない対象者で，組織参加をしていない層の一定部分が回答す

ることになり，回答者における組織参加の不参加率が更に増える可能性が高くなる．それ故，

１９７０年から１９８５年に生まれた世代の回答率が低いことは，本研究の結果にそれほど大きな影響

を与えないと考えられる .

　次いで，本研究の課題であるが，本研究では，組織の重要度，活動頻度，参加期間や参加の

パターンなどを考慮した分析とはなっていない．参加組織数や重要度を考慮したより頑健な組

織参加類型を用いることで，世代を問わず重要な組織参加の蓄積的効果についても検討する余

地がある．次に，政治的有効性感覚概念についてであるが，今回の分析では，政治的有効性感

覚の内的有効性と外的有効性を分類して分析しておらず，組織参加の質的側面が内的・外的い

ずれの政治的有効性に効果があるのか検討する余地が残っている．また，本分析では地域特性

による影響を考慮していない．地域によって組織参加のパターンが異なることも想定され，そ

のような場合，環境要因を統制した分析枠組みも必要である．最後に，雇用や家計を巡る状況
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が異なる世代間の有効な合意形成には，まず，若い世代の安定的雇用の確保による経済状況の

改善，ワークライフバランスを可能とする就労環境の改善，そして孤立した若年世代の支援が

必要となろう．この点について，世代毎の就労時間や収入と組織参加の関係を検討する必要が

ある．
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　Using data on 4,676 residents of 30 different municipalities in the vicinity of Tokyo, we 

analyzed the relevance of associational participation to level of political efficacy （PE） 

among three generations: the young （age 25 to 40）, the middle-aged （age 41 to 64）, and the 

elderly （age 65 and older）. Associational participation was operationally broken down into 

four types based on two axes, namely, “reason for participation （voluntary/obligatory）” 

and “motive directed by organizational objectives （public/self-interest）”. The results 

suggest that there were distinct generational differences in the levels of PE and 

associational participation patterns. First, PE levels differed among generations: the middle-

aged and elderly generations indicated a higher PE level than the young. Second, the 

middle-aged and the elderly generations were found to be participating more in 

associational activities. The young, however, showed low participation in every associational 

type. Finally, there were significant differences among the generations regarding the 

impact of associational participation on PE. In the elderly generation, the effect of 

“voluntary/self-interest” associational participation on PE was the strongest amongst the 

four. In the middle-aged, “voluntary/public-interest” was the strongest. The young, 

however, indicated no apparent impact of associational participation on PE. These results 

exemplified important challenges to secure opportunities to enhance associational 

participation among the young. Moreover, positive effects on PE result not only from 

“voluntary/public-interest” associations but also from “voluntary/self-interest” associations. 

These findings indicate potential of “voluntary/self-interest” associational participation to 

function as nodes to connect the young to different generations so as to increase 

opportunities for them to take part in associational activities.  


